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沿岸防災技術研究所の活動について（平成27年度） 
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＊（一財）沿岸技術研究センター 参与 

沿岸防災技術研究所長 

 

 沿岸技術研究センターは沿岸防災技術研究所を平成17年 12月に設立した．沿岸防災技

術研究所では総合的な沿岸防災技術について，調査研究を進めるとともに，セミナーやワ

ークショップを開催するなど沿岸防災に係わる新しい情報の発信に取り組んできている．

本稿では平成27年度における沿岸防災研究所の取り組みを紹介する． 
キーワード：地球温暖化，気候変動，最大クラスの高潮，第14・15回国際沿岸防災ワークショップ，

第3回日韓沿岸技術研究ワークショップ，書籍「TSUNAMI」 

 

1. はじめに 

近年，降雨強度が100mm/hの大雨によって河川が氾

濫したとのニュースが飛び交っており，今では驚かな

くなっているが，最初に100mm/hの降雨強度と聞いた

ときはそんな強い雨が降ることがあるのかと驚いた記

憶がある．近年におけるこのような降雨強度の増大は

地球温暖化が主たる原因だと考えられている． 

図-1は，1980年から2010年の間の世界の平均気温

を基準にして1890年から2010年の間の世界の平均気

温の偏差の変動を示している．この図を見ると地球の

平均気温は，年毎に変動はしているものの，平均的に

みると確実に上昇していることがわかる．このような

気温の上昇は，海面上昇を起こさせるだけでなく，降

雨や台風などの気候変動にも影響し，その結果として

農業や社会経済にも影響すると言われている．特に，

気象の変化は海象にも大きな影響を与え，自然災害に

も密接に関連している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 世界の平均気温変動 

 

気温の上昇は海水温の上昇を招き，海水温の上昇は

海水の蒸発量を増大させ，大気中の水分量が増大し，

降雨強度が強くなる．また，海水の蒸発は台風エネル

ギーの供給源であり，そのため，海水温が28度以上で

は台風は発達し続けると言われている．台風規模が大

きくなると，風速も増大し，高潮や波浪も巨大になる．

このように，地球の温暖化によって，降雨強度は増大

し，台風の個数は減少するが規模は増大すると言われ

てきた．しかしながら，現状では地球温暖化の影響を

考慮した防災対策にはなっていない．この原因の一つ

として，将来の地球温暖化の規模がシナリオによって

大きく変動するために，明確に設定できないことがあ

げられる．しかしながら，台風も900hPaに近いものも

かなりの頻度で発生するようになってきている．その

ようなことを考慮して，最大規模の台風を想定して浸

水対策を行うことが提案され，「高潮浸水想定区域図作

成の手引き」1）が作成された． 

本報告では，最大規模の台風を想定して高潮対策を

行うことの必要性について述べるとともに，沿岸防災

技術研究所の平成 27 年度において取り組んだ調査等

について紹介する． 

2. 最大クラスの高潮 

2.1 高潮の特徴 

高潮は，台風のような巨大な移動性低気圧によって

発生する異常な海面上昇である．その典型的な時間波

形は図-2 に示すような形状になる．高潮の本体が到達

する前に前駆波と呼ばれる周期が長く，比較的小さな

波が到達することが知られている．その後，台風が近

づくに従って水位は急激に増大し，台風が通り過ぎる

と，水位は急速に低下する．そして，海域に特有な固

有周期による小さな振動が続き，収束する．このよう

に，高潮は津波と異なって，何波も来襲するような現

象ではなく，１波だけと考えることができる． 
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図-5 高潮と
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波堤でも倒壊しないように粘り強さを付加することが

重要となる． 

3. 沿岸防災技術研究所の業務 

沿岸防災技術研究所の業務は，以下の業務について

取り組んでいる． 

①沿岸防災技術に関する情報の収集・整理 

②沿岸防災技術に関する調査研究の実施 

③沿岸防災技術に関する政策提言 

④沿岸防災技術に関する技術の普及 

⑤大規模災害に関する調査研究 

4. シンポジウム等の開催 

 沿岸防災の重要性についての啓発や防災技術の情報

交換のため当センターでは国内外でシンポジウムや

セミナー等を開催しており，ここでは沿岸防災関連の

ものについてのみ紹介する． 

 

4.1 コースタル・テクノロジー2015における防災

関連論文の発表 

2015年11月26日（木）に発明会館ホール（東京都港

区）において「コースタル・テクノロジー2015」を開

催し，14編の論文を発表した．その内，防災関連につ

いては以下のような４編の論文発表を行っている．論

文の詳細については，「沿岸技術研究センター論文集

No.15（2015）」を参照してほしい． 

（1）東北地方津波防災支援システムの信頼性向上と利

用者支援 

   調査部 調査役 大村厚夫 

調査部 主任研究員 田中真史 

   東北地方整備局 港湾空港部 海洋環境・技術

課 課長補佐 伊賀浩之 

同上課 船舶・施設係長 類瀬正美 

 東北地方整備局では，ＧＰＳ波浪計のリアルタイム

観測情報を活用した「東北地方津波防災支援システム」

の開発・普及を進めている．2011年３月11日に発生し

た東日本大震災を踏まえ，本システムの更なる信頼性

向上と沿岸自治体の利活用の推進を図る方法について

検討したものである．  

（2）高潮対策における内水反乱シミュレーションを用

いた整備計画の策定について 

   調査部 主任研究員 笹井 剛 

前調査役 岸良安治 

（株）エコー 技術本部 防災解析部 

  課長 峯村浩治 

前九州地方整備局 下関港湾事務所  

 港湾保安調査官 宮崎啓司 

同上事務所 所長 浅見尚史 

 下関港海岸では，長府・壇ノ浦地区と山陽地区の高

潮対策事業を進めている．山陽地区は高潮，高波から

防護するために護岸の嵩上げ，水門，樋門，陸閘設置

を検討しており，その効果について不定流解析モデル

を用いて調べた．   

（3）津波による浸透力作用下の防波堤基礎マウンドの

安定性に関する調査 

 前調査部 主任研究員 長野 卓 

 調査役 大村厚夫 

 東北地方整備局 仙台港湾空港技術調査事務所 

  所長 及川 隆 

 同上事務所 先任建設管理官 青木伸之 

津波によって発生する防波堤の内外水位差により，

防波堤基礎マウンドに浸透流が発生し，基礎の支持力

が低下する現象をＦＥＭ解析により再現し，基礎支持

力の安定性を照査するとともに，粘り強い構造と対策

工を検討した． 

（4）大規模災害発生時における被災状況把握のための

情報収集伝送 

   調査役 福間 正 

   調査部 主任研究員 大川大一 

九州東岸域に地震・津波による大規模災害が発生し

た際，港湾において緊急物資の輸送路確保を検討する

ためには，港湾施設の被災状況や津波漂流物の状況に

ついて早期に情報を入手する必要があることからこれ

らの映像情報の収集および伝送方法を検討した． 

 

4.2 国際沿岸防災ワークショップ 

本ワークショップは2004年12月26日のインド洋大津

波の直後の2005年１月に神戸で第1回を開催して以来，

ほぼ年に１回の割合で，（国研）港湾空港技術研究所

（PARI）および国土交通省港湾局(MLIT)と共同で開催

している．日本での開催を基本にしていたが，2004年

12月26日にインド洋大津波が発生して，インド洋周辺

諸国で30万人近くの犠牲者が出たこともあって，第３

回（2006年）をスリランカ，第５回（2008年）をイン

ドネシア，そして第６回をタイといったように，イン

ド洋大津波で多くの犠牲者をだした国を回った．2011

年３月11日に東日本大震災が起き，我が国の東北地方

が未曾有の大災害になったことから，第8回と第9回は

わが国で開催した．2010年２月27日にはM＝8.8の巨大

地震とそれに伴う津波が発生し，チリ国では死者数は

547名に達した．「南米における津波に強い地域づくり」

をテーマにして，日本とチリ国との間で共同研究が開

始されたこともあって，第10回（2012年）と第12回（2014

年）はチリで開催した． 

 2012年にはハリケーン・サンデイによってニューヨ

ークが大きな高潮災害を受けるとともに，2013年11月

には中心気圧が895hPaの巨大台風がフィリピンに来襲

し，高潮大災害を起こした．そのこともあって，2015
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年度は高潮と津波に関して２つの国際沿岸防災ワーク

ショップを開催している． 

 

（1）第14回国際沿岸防災ワークショップ 

 本ワークショップは，「ハリケーン・カトリーナか

ら10年」と題して，高潮・高波を対象にして，2015年

７月27日に東京品川のコクヨホールで開催した．前述

のニューヨークやフィリピンでの高潮災害を背景にし

て，近年の地球温暖化に伴う海面上昇や台風の巨大化

によって沿岸域における高潮・高波災害のリスクが高

まっており，また，ハリケーン・カトリーナによる大

きな高潮災害から10年目の節目の年になることもあっ

て開催した． 

 主催者を代表してPARIの高橋重雄理事長とMLITの大

脇 崇局長の挨拶から始まり，次に高知工科大学の磯

部雅彦学長による「将来の高潮対策に対する包括的防

災対策」と題する基調講演が行われた．続いて，３つ

のセッションが行われた．会場の様子を図-7に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 講演会場の様子 

 

 「災害からの復旧・復興」と題するセッションでは，

米国陸軍工兵隊（USACE）のDavid J. Leachプログラム

デイレクターとフィリピン大学のEric C. Cruz教授，

港空研の鈴木高二郎チームリーダによる公演があった．

「高潮に関する最近の研究と対策」と題するセッショ

ンでは，USACE工学研究所のJeffrey A. Melbyグループ

長と京都大学の森 信人准教授，港空研の藤木 峻研

究官による公演があった．「各国における沿岸災害対

策」と題するセッションでは，USACEのRoselle E. Henn

副デイレクターと東京都の小堺正啓水防対策担当課長，

国際協力機構の三村 悟地球環境部次長による公演が

あった． 

 セッション終了後には「今後の高潮防災について」

のテーマでパネルディスカッションが行われた．コー

ディネーターとしてCDITの髙山沿岸防災研究所長が務

め，磯部学長と各セッションから２名ずつがパネラー

となり，これからの高潮対策について活発な討論が行

われた．パネルディスカッションの様子を図-8に示す．

最後に，沿岸技術研究センターの川島 毅理事長の挨

拶を持って終了した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 パネルディスカッションの様子 

 

 ワークショップ終了の日から３日かけて東日本大震

災で大きな被害を受けた仙台空港を始めとする被災地

を視察した．図-9は津波によって大きく変形した，仙

台市の浄化センターの建物を背景に撮った視察団一行

の写真である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 津波で被災した仙台市の浄化センター前での

視察団一同 

 

（2）第15回国際沿岸防災ワークショップ 

 第15回国際沿岸防災ワークショップは，日本とチリ

の間で国際技術協力の一環として行われてきたシンポ

ジウムの第６回日本・チリ津波防災シンポジウムも兼

ねているために，本来の主催者に加え，（国研）科学

技術振興機構（JST）と（独法）国際協力機構（JICA）

も主催者になっている．本ワークショップは 2016年１

月12日東京都港区の建築会館ホールで開催された． 

 2010年チリ・マウレ地震 と2011年東日本大震災にお

ける甚大な津波災害を契機として，日本とチリの間で

「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」

（2012年１月～2016年３月）が，JSTとJICAによる地球
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規模対応国際技術協力プログラム（SATREPS）のもとで

実施された．日本の津波防災に係る技術が日本からチ

リへ，そして，チリにおける津波災害の経験がチリか

ら日本に伝えられた．そして，津波に強い地域つくり，

市民を育成するために，津波被害推定・予測技術や被

害軽減対策，津波警報手法について研究開発をしてき

た． 

本ワークショップの開催にあたり，主催者を代表し

てPARIの高橋重雄理事長とMLITの大脇 崇技術総括審

議官の挨拶に始まり，共同研究の相手国であるチリ国

公共事業省のAntonia Bordas港湾局長と中日チリ大使

館のPatricio Torres大使の挨拶があった． 

続いて，CDITの髙山沿岸防災研究所長による基調講

演が行われた．講演の題目は「津波に対するねばり強

い構造物の開発―東日本大震災から学んだ教訓―」で

ある．図-10は基調講演時の会場の様子である． 

次に，SATREPSチリ津波プロジェクトの研究成果がこ

のプロジェクトに係ったチリ側と日本側の参加者によ

って報告された．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 講演会会場の様子 

 

インドネシアやフィリピン，トルコの代表者も含め

て，SATREPSプロジェクトのちりと日本人メンバーを含

めて「これからの津波防災と国際協力」と題するパネ

ルディスカッション行われた．図-11はワークショップ

参加者の写真である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 ワークショップ参加者の集合写真 

閉会にあたり，科学技術振興機構の藤井敏嗣研究主

幹から挨拶があって，第15回国際防災ワークショップ

は終了した． 

 

4.3 第３回日韓沿岸技術研究ワークショップﾟ 

 本ワークショップの始まりは，2009年10月７日に当

沿岸技術研究センター（CDIT）と韓国海洋研究院

（KORDI: Korean Ocean Research ＆ Development 

Institute）との間で研究交流に関する協定書を調印

したこともあって，隔年ごとにそれぞれの国で開催す

ることにして，CDITとKORDIとの沿岸防災ワークショ

ップは計４回行われた．韓国海洋研究院は2012年６月

１日に韓国海洋科学技術院（KIOST: Korean Institute 

of Ocean Science and Technology）として名称変更

することによって新たな歴史を開始している．そして，

みなと総合研究所（WAVE）が2012年にKIOSTと「沿岸

技術分野の協力覚書」を締結したこともあって，従前

からKIOSTと研究協力を行ってきている港湾空港技術

研究所（PARI）も含めて，新たに日韓沿岸技術研究ワ

ークショップが始まった．第１回は2013年にソウルで，

第２回は横浜で開催された．今回の第３回目は韓国で

の開催であった．  

 2015年10月５日に金浦空港に到着後，京仁運河

（Ara-Waterway）と始華（Shiwa）潮力発電所の視察

を行った．第３回日韓沿岸技術研究ワークショップは

10月６日10時から始まった． 

 Kwang-Soon Park副院長の開会挨拶の後，Jun-Kwon 

Park港湾局長の歓迎挨拶が行われ，その後，Kwang-Soo 

Lee責任研究員によって基調講演が行われた．図-12は

講演会場の様子である．題目は，「KIOSTにおける潮

流発電に係わる最近の研究と開発活動」である．続い

て，「海岸災害と対応」と題する技術セッションでは，

KIOSTから１名と日本側からはPARIから１名，WAVEか

ら１名の研究発表があった． 

次に，CDITの髙山沿岸防災研究所長による特別講演

が行われた．題目は「津波に対する粘り強い構造物に

向けて ―東日本大震災から学んだ教訓―」である．

続いて，「海岸管理」をテーマとする技術セッション

が行われた．日本側からはWAVEと港空研から１名ずつ，

KIOSTから１名の発表があった．最後の「技術開発」

をテーマとする技術セッションではCDITから２名，

KIOSTから１名の発表があった．各セッションとも活

発な討論が行われ，有意義な意見交換の場になった．

図-13は本ワークショップ参加者の写真である． 

最後に，CDITの川島理事長からワークショップ閉会

の挨拶があった． 

10月７日は仁川（Inchon）新港のコンテーナターミ

ナルの視察が行われた．図-14は仁川新港のコンテー

ナターミナルの全景を示している． 
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図-12 KIOST内の講演会場の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 ワークショップ参加者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 仁川新港のコンテーナターミナルの全景 

 

5. 調査研究の実施 

5.1 調査研究 

沿岸研究センターにおいて受託・共同・自主研究を

合わせて，77 件の調査研究を昨年度に行っている．そ

のうち防災関連の研究が19件で，24％の占有率で，昨

年度とほぼ同じである．東日本大震災から４ 年が経つ

こともあって，防災関連の調査も落ち着いてきたのか

もわからない． 

これらの調査業務を災害の予測，減災対策，新技術

に関する研究に分けて，その主なものを示す． 

① 災害の予測技術に関する研究 

・海象観測データの活用 

・埋没対策の高度化 

② 減災対策に関する研究 

・港内埋没対策 

・長周期波対策 

・海岸安定化の検討 

③ 新技術に関する研究 

・フラップ式陸閘の開発 

 

5.2 港湾防災セミナーと日・ASEAN港湾会議への

派遣 

（1）日 ASEAN港湾技術者会合の経緯 

 国土交通省港湾局からの要請により，2016年２月23

日と24日にタイのバンコクで開催される「港湾防災セ

ミナー」と「日ASEAN港湾技術者会合」に髙山知司沿岸

防災研究所長を派遣した． 

東南アジア諸国連合（ASEAN）は10か国が加盟し，

加盟国人口は約６億に達しており，日本としても

ASEAN との経済連携を模索ししながら，交通分野にお

いても ASEAN との連携が必要との認識から日・ASEAN

交通連携がスタートした．その中の一つが海上交通WG

で，そこでは港湾技術共同研究と海事セキュリテイの

２つのプロジェクトが検討されることになった．そし

て，港湾技術プロジェクトの実質的な検討を行うのが

「日 ASEAN港湾技術者会合」である． 

 2004 年から 2006 年の期間は港湾施設の維持補修技

術の移転，2007 年から 2008 年は津波防災マップの開

発と活用，2009 年から 2011 年は港湾構造物の戦略的

維持管理，2012 年から 2014 年は港湾の電子データ交

換の導入についてのガイドラインが協議された．そし

て，2015年から３年計画で港湾の防災に関するガイド

ラインについて協議が開始されている．  

 港湾の防災に関するガイドラインの目的は港湾防災

に関して基本的な考え方や有益な情報を提供すること

にある．昨年の第 12 回の日 ASEAN 港湾技術者会合は

2015年３月４日にフィリピン・マニラで開催され，そ

の前日には港湾防災セミナーが開催されている．この

会議において日本側が港湾防災ガイドライン(案)を作

成することになった． 

 今年の日 ASEAN港湾技術者会合はタイ・バンコクの

マンダリンホテルにおいて2016年２月24日に開催さ

れた．そして，その前日，２月23日に同じ場所で港湾

防災セミナーが開催された．  

（2）港湾防災セミナー 

 港湾防災セミナーでは２月 23 日の 14：00～17：30

にかけてタイ国立カセタート大学の Suttisak 
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